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議事録 

 

件 名： 契約監視委員会（2018 年度第 4 回） 

日 時： 2019 年 2 月 28 日（木） 16：00～18：00 

場 所： JICA 本部役員会議室 

委員長： 不破 邦俊  公認会計士 

委 員： 関口 典子  関口公認会計士事務所（公認会計士） 

     中久保満昭  あさひ法律事務所（弁護士） 

     戸川 正人  国際協力機構 監事 

JICA：  植嶋理事、調達部（事務局）村瀬部長他 

     総務部、企画部、社会基盤・平和構築部、他関係部署 

議 題： 

１ コンサルタント等契約及び研修委託契約（2017 年度契約）の一者応札・応募に係る 

個別点検 

２ 「アドバイザー契約」の考え方の整理 

３ 2019 年度の契約監視委員会の運営について（案） 

 

 

議事概要： 

 

進行役： 

 それではお時間になりましたので、これより 2018 年度第４回契約監視委員会を開催させ

ていただきたいと思います。 

 本日の議題は三つでございます。一つ目が「コンサルタント等契約および研修委託契約

（2017 年度契約）の一者応札・応募に係る個別点検」で、11 件が対象でございます。二つ

目が「『アドバイザー契約』の考え方の整理」でございます。三つ目が「2019 年度の契約監

視委員会の運営について（案）」、以上でございます。 

 議題１に関しまして、まず、はじめにお配りしております資料に基づきまして、コンサル

タント等契約の一者応札の状況と、一者応札を減らす取り組みについて、簡単に事務局のほ

うからご説明をさせていただきます。続いて、コンサルタント等契約および研修委託契約の

一者応札・応募の個別点検の審議に入らせていただきますが、今回も案件数が 11 件と多い

ことでございますので、説明者からの概要説明は省略させていただき、委員の先生方から直

接ご質問をいただくという形で、進行をさせていただければと思います。 

続いて、議題２の「『アドバイザー契約』の考え方の整理」につきましては事務局よりご

説明をさせていただき、ご審議いただきたいと思います。議題３の「2019 年度契約監視委

員会の運営について（案）」につきましても、事務局よりご説明を申し上げます。議事・進
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行へのご協力をどうぞよろしくお願いいたします。 

 それでは、議題１の個別案件の審議に入ります前に、お手元の資料に基づきまして、コン

サルタント等契約の一者応札の状況と、一者応札を減らす取り組みについて、説明を事務局

からお願いいたします。 

 

議題１ コンサルタント等契約及び研修委託契約（2017 年度契約）の一者応札・応募に 

係る個別点検 

 

JICA： 

 お手元の資料、こちらの１枚紙を用意させていただきました。コンサルタント等契約での

一者応札・応募の現状ですが、2017 年度のコンサルタント等契約で見ますと、2016 年度に

比べ、ここで言うと上のほうの(3)新規契約のところですが、802 件から 597 件と件数で言

うと 205 件と減っておりますが、うち一者応札・応募がその下に書いてあります、218 件、

36.5％と引き続き高い数字にございます。また、右のほうに過去４年間の傾向を示しており

ますが、少しずつ実は過去４年で見ると増えていて、減っていない状況というのが現状にな

ります。 

 これまで JICA は、2009 年に民主党政権時代の行政刷新会議における事業仕分けを受け

まして、JICA の開発コンサルタント調達制度も取り上げられ、一者応札率の高さが指摘さ

れました。その結果を受けて 2010 年 12 月に閣議決定されました「独立行政法人の一部事

業の見直しの基本方針」が出され、それに従い、2011 年度と 2012 年度、「JICA コンサルタ

ント等契約における調達方法の改善検討に関する有識者委員会」を設置させていただきま

した。その委員会の提言として、質を確保した上で競争性・公平性を向上させなければなら

ないということで、幾つかのアクションプランを策定し、それ以降、実施してきた経緯があ

ります。 

 一者応札・応募を減らすための幾つかの方策として市場の形成。それほど大きな市場では

ないという中、プレ公示の実施、業務従事者の柔軟化、プロジェクトマネージャー候補者を

育成する環境整備、新規参入促進の工夫等の取り組みを行い、2018 年 12 月には外国法人の

共同企業体の構成員としての参加を認める等々、外国籍人材の活用制限も緩和するという

ような形で、幾つかの取り組みは行ってまいりました。 

 しかし、このような取り組みを行っている中におきましても、2017 年度にはご説明した

とおり、一者応札・応募が引き続き業務実施契約で見ると 50％を超えているような状況に

あります。業務指示書を希望された者には、なぜそれ以降プロポーザルを出さなかったのか

という点についてアンケートを取らせていただいていますが、主な理由としてはやはり「業

務主任者・業務従事者が確保できない」とか「共同企業体が組めない」等々、業務には関心

あるものの人材が確保できないということを理由に挙げている者が非常に多くあります。

JICA が発注している業務の多くは、アフリカをはじめ多くの途上国、それぞれの国や固有
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の文化、政府の規制など、日本と異なった環境下での業務ということで、非常に複雑である

ということ、また、外国語を使っての業務であるということで、マーケット自体がそれほど

大きくないという状況にあり、この改善は引き続き求められている状況にあると思ってい

ます。 

 今後についてですが、JICA のコンサルタント契約はこのような難易度の高い業務であり、

近年では規模も大きくなっています。件数を見ていただくと、2015 年のコンサルタント等

契約 1,047 件で、2017 年 688 件。ただし、その下に書いてある金額規模で見ますと、784

億円、1,003 億円、798 億円と、金額は高いレベルで推移しているという中で、一つの契約

で５者とか６者という共同企業体（JV）を組まれて出るケースも見受けられるような状況に

あります。 

 一者応札・応募を減らすためには、共同企業体の社数についても今後検討し、ある程度規

制をかける必要があるのではないかと認識しており、現在検討を行っております。併せて、

引き続きこのコンサルタント業界のみならず、NGO や地方自治体等、新たなプレイヤーの

参加を促す制度を検討したりしながら、今後とも競争性を増す努力については行ってまい

りたいと思いますので、本日も一者応札・応募の案件についてご議論いただくと思いますけ

ども、積極的なご意見をいただければと思います。 

JICA： 

 ちょっと補足させていただいてよろしいですか。 

 2009 年 2010 年の事業仕分けのときに担当していました。あのときも、一者応札・応募が

多いですね、なんでこんなに多いんですかということを強く指摘されて、改善策に取り組み

ますという約束をし、さまざまな策を講じてきたんですけれども、結果としては改善してい

ないということです。そのときも一番大きな原因が、いわゆるプロジェクトリーダーを担え

るような人材がなかなか限られているということで、そういう人たちを育成していこうと

いうことで、若手が参入しやすいような制度を作ったんですけれども、この業界のノウハウ

っていうのは 10 年、20 年、30 年と結構時間かかるところもありまして、その効果はまだ

十分出ていないのかと思います。 

 それからあと、やはり会社として参入する数が増えていないんですね。ですから、一言で

言うと、どうしたもんかなということです。若干打つ手がないと。 

先ほどの JV の規制というのもありますけれども、規制をして結果として質が落ちるみた

いなことになってしまっては、角を矯めて牛を殺すみたいなところにもなってしまいます

し、今はグローバルに日本として闘っていかなければいけないのに、非常に質の低い戦力で

闘うという形になってしまうのは国益に反するわけで、一者応札・応募をなくすためにその

質が落ちていいのかというあたりも非常に悩ましいところです。 

 いろいろやってきましたけれども、努力してきましたが、なかなかうまくいっていないと

いう現状を、改めてお知らせしたかったということです。 

進行役： 
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 ありがとうございました。ただ今のご説明について、ご質問等がございましたら、お願い

いたします。 

それでは、続きまして議題１の個別案件のご審議について、進行を委員のほうにお願いさ

せていただきます。よろしくお願いいたします。 

 

１．マリ国行政能力強化（ガバナンス・職業訓練・地方給水）のための情報収集・確認調査 

業務実施契約 

 

委員： 

 では、最初の案件から進めていきたいと思います。 

 まず案件シート１件目は、セネガル事務所の「マリ国行政能力強化（ガバナンス・職業訓

練・地方給水）のための情報収集・確認調査業務実施契約」というもので、これは人月あた

りの単価が高いために選ばれたということです。 

委員： 

 この案件を選定するときに、この一者応札になった理由というのは開示になっていませ

んので、私も今回に関しては、単価が高いということで選んだという経緯であります。そこ

で拝見しまして２点ほど質問したいと思います。 

まず、その１ですけど、こちらの案件も、やはり人員が確保できないというのは本当に大

きな理由だというのはよく分かるので、それはそうなのだろうなと思います。そこで、応募

勧奨を積極的に行うとあるんですけれども、この応募勧奨っていうのは具体的にいつ頃か

ら始められたのか。要するに、公示直前だったらおそらく難しいかもしれないと考えまして、

どのぐらいのスパンで行われたかというのを教えていただきたいということ。 

 あともう一つ、契約金額が１億６千万円、高額なほうだと思うんですけど、それで結局、

これは基本的に確認とか情報収集ということなので、本当はとっかかりのプロジェクトだ

と思ったんですけれども、これが継続性なしになってしまった。これ、ちょっと本論とはず

れるかもしれませんけれども、ちょっと教えていただければと思います。 

JICA： 

 最初のご質問で応募勧奨を行う部分ですが、この案件、JICA のセネガル事務所のほうで

契約をした案件なのでございますけれども、セネガルはどうしても遠隔なので、なかなか応

募勧奨が難しい部分があるんですが、本部の受け皿である部署、アフリカ部だったり、ある

いは社会基盤・平和構築部を通じまして、関係コンサルタント等にはかなり広く応募勧奨を

行ってきております。 

 実際に、その結果、かなり多くの関心、受注企業 2 者の他に６者に関心表明をしていただ

いておりますので、案件についての情報提供は、コンサルタントに対して行ってきたものと

思っております。ただ、若干、仏語圏ということで、どうしても関心を示す者が、通常の案

件に比べても少ないというような状況がございますが、そんな中で６者の関心表明をいた
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だいたというところまで、我々としても努力したところでございます。 

 それから、二つ目のご質問の件でございますが、単価が高いという点について、この案件

情報シートを見ていただきますと、17.39 人月におきまして１億 6 千万円となってございま

すが、詳細な資料を見ていただきますとお分かりいただけるのでございますけれども、契約

の１億６千万円の中で、まず再委託費として、基礎情報収集・確認調査の中で、いわゆるパ

イロット事業を、具体的には職業訓練分野と地方給水分野で行っています。今回、三つの分

野を対象とした調査ですが、そのうちの二つの職業訓練と地方給水におきまして、いわゆる

再委託費を活用して、現場で実際に研修を行っています。セネガルという隣の国に職業訓練

の大きな学校があるものですから、そこにマリの方々に来ていただいて、そこで指導すると

いったようなコンポーネントを、この調査に含めています。職業訓練はセネガル、地方給水

についてはモロッコで、そのような研修を実施できる同様の機関がございまして、それぞれ

25 人程度のマリの方をセネガルとモロッコにお連れする計画で、そこでパイロット事業を

行っているため、その分だけで 4,200 万円がかかっております。この部分が一番、通常の案

件に比べて単価が高いように見える要因の一つかと思っております。また、旅費等も当然ア

フリカですので、ほかに比べやはりどうしても高くなりますので、全体としては１億６千万

円という金額になっておりますが、詳細を見ていくと、おかしなところではないと考えてご

ざいます。 

委員： 

 結局応募勧奨については、これだけ関心示した方がいらっしゃったということで、その期

間についてはそんなに問題ないというか、十分なスパンを置いてされたということでいい

ですか。 

JICA： 

 そうですね。我々としては努力をしたということでございます。 

委員： 

 あともう一つ。この、一応パイロット事業だけやったんだけれども、続かなかった。後続

はなしになっているんですけど、ちょっとそれだけ教えていただけますか。なんか、先に続

くのかなと思ったのですが、継続しなかったというのは。 

JICA： 

 これは書き方の問題かもしれませんが、一応我々この案件につきましては、この基礎情報

収集・確認調査を行いまして、その後のどういう案件につなげていくかということで申しま

すと、それぞれ繋がっている部分がございます。 

特に職業訓練におきましては、無償資金協力に向けた具体的な調査の実施が決定してい

ます。まずはマリにある学校をリハビリする、その後、技術協力でもって先ほど申しました

セネガルでの研修、これをやっていくということで動かしてございますので、本調査案件の

継続調査案件はないとの趣旨で「後継はなし」と記載しているという、書き方の問題かもし

れません。本調査をベースにして次の協力案件がもう形成されており、実施に向けて現在進
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めているところでございます。 

委員： 

 ありがとうございました。 

委員： 

 直営人材では、フランス語ができる人は少ないというふうに認識しているんですけども、

コンサルタントにおいても仏語圏の人材というのは、不足しているという理解でよろしい

でしょうか。 

JICA： 

 はい。その部分で、そういった面もございます。我々も、仏語で業務の可能な人材という

のを確保するのは非常に難しいというような現状であります。したがいまして、先ほど申し

ませんでしたが、その応募されなくなってしまう一つの要因としましては、再委託費、旅費

のほかに、もう一つ挙げるとすれば、英仏通訳を付けなければいけないということで、その

分の人件費というのがどうしても嵩んでしまうという部分がございます。 

 もう一つ、加えて申しますと、マリということで若干、治安の問題がございますので、実

は警備費もついてございます。そういったことで、高く見える契約金額になっているという

ところは、ご理解いただければと思います。 

委員： 

 先ほど再委託費のお話が出たんですけども、この契約を受けられた契約の相手方はこの

再委託費の研修には、どういう格好でかかわっておられたんですか。 

JICA： 

 それぞれの専門分野、今回の場合であれば、ガバナンス・職業訓練・地方給水に 3 人の方

がシャトルで現地に入ってきています。短期専門家として複数回派遣される状況ですので、

そのプログラム、研修、パイロット事業の組み立てなども彼らが中心になって、相手国政府

と協議しながら進めていくという形になります。 

委員： 

 そういう方も、なんていうか、作業時間は、この総人月の 17.39 人月に入っていて、それ

以外のものが再委託としてこう起こってくるという。 

JICA： 

 そうです、そういうことです。 

委員： 

 分かりました。ほかにご質問はありませんか。 

 じゃあこの件はこれで終わりにします。 

 

２．ミャンマー国イネ保証種子流通促進プロジェクト業務実施契約 

 

委員： 
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 次は２番目の案件で、「ミャンマー国イネ保証種子流通促進プロジェクト業務実施契約」。

これは契約金額が高額であること、ならびに、プロジェクトの内容および契約相手方の属性

を確認したいということですが、質問をお願いします。 

委員： 

 前回も申し上げた話になるんですが、我々この案件リストから審議案件を選択するに当

たっては、契約件名か契約金額か契約相手方の名称ぐらいしか、チェックするポイントがな

いんですよね、中身の話は情報いただいてないんで。 

 私はこの、ここに書いてあるとおり契約金額高額である、これは、高額の案件だったら相

当、なんていうか、効率を考えれば収益を上げられる案件である可能性が一般論としては高

いのに、なぜ１者しか応札しなかったのかという疑問が湧くからということがあるんです

よね。 

 それから、プロジェクトの内容を知りたいというのは、プロジェクトの一般説明を聞きた

いわけじゃなくて、そのプロジェクトの内容はなにか特殊ノウハウを要して、１者しか応札

できるノウハウはないんだとか、要するに、一者応札につながるようなプロジェクトの特殊

性があるんじゃないですかっていう意味で、毎回書いているわけですよね。 

 それから、契約相手方の属性を確認したいというのは、JV でやっていますとかそういう

こと聞きたいわけじゃなくて、逆にその、この案件の内容からすると、この者しか特殊ノウ

ハウを持ってないんですとか、特殊な能力がある人がこの組織に所属しているからここし

かなかったとか、あるいは価格競争力がここしかないんだとか、そういう一者応札の原因と

なり得る特殊性の有無を聞きたくてこの理由を書いているわけですよね。 

 そういう理由を踏まえて、今回の案件概要シートのこの委員選定理由への回答のところ

を見ていただきたいんですけど、まず１番は、契約金額が高額である理由、協力期間が長期

にわたるプロジェクトである。プロジェクトの内容は、「上記１（７）のとおり」と書いて

あって、１の（７）を見ると、この前のページには、品質の保証された「保証種子（CS）」

の生産・活用促進のための官民連携の強化とか、ずらずらと書いてあるわけですけど、これ

がどういう特殊性があるのかないのか。これは私、読んでも全然分かりません。 

 それから、次のページに戻っていただいて、３のこの契約相手方の属性ですけど、国際協

力事業を実施する株式会社と公益法人の２者から構成される共同企業体って、こういう回

答なんですよ。そうすると、これなんのために選定して検討いただいて、この案件概要シー

トが上がってきているのかなっていう印象を正直持ちました。 

 今日、３件の案件を挙げていて、同じような理由を書いているんですけど、その３件の中

でも、この案件の記載、ずば抜けて分かりません。この選定理由に対する回答の内容が分か

らないという意味です。 

 私は、仕方ないのでネットで、昨日この VSOC という会社がどういう会社なのかなと思

って、会社の属性だけでも分かればなと思って調べてみたところ、これは JICA の役員経験

者とか OB が多数就職している会社で、その平成 22 年の事業見直しの結果、JICA と一定
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の関係を有する法人との契約に関する情報の公表ということで、幾つかの随契の相手先と

して公表されている中で５件挙がっていて、株式会社で公表対象になっているのは VSOC

だけなんですよね。で、人月で言っても、５年５カ月で期間が長いっていうことだけれども、

５年で終わったって１カ月 30 人を張り付けないとできない。要するに、多数の人間を動員

するようなプロジェクトだとすると、この VSOC というのがいったいどういう会社で、ど

ういうノウハウがあって、この案件に対しての親和性というか、プロジェクトを受託する能

力があったということなのか、VSOC の組織の特性とか、所属している方々の属性とか、そ

ういうことに鑑みてこういう結果になったんだっていう分析があるのか、そのあたりを聞

きたいんですね。共同企業体だなんて表面的なことを聞きたいわけじゃないんで。そうする

と、我々時間かけて案件選定して、委員会にやってきて理由を聞いたら、「はい、５年かか

りましたからです」「はい、共同企業体だからです」っていうのは、ちょっといかにも回答

としておかしいんじゃないかと。 

 私、今日、実は任期最後なので、もう常々思っていることを一言申し上げたくて、厳しい

こと申し上げているんですが、やっぱりこの委員会での審議っていうのは、私は一者応札が

悪だと全然思ってなくて、随意契約が悪だとも思ってなくて、必要やむを得ないものって、

たくさんあると思うんですよ。ただ、我々がランダムに選定した結果、いつでもチェック対

象になるよっていうことになっていて、もしチェック対象になった案件が、原因が実はちょ

っと努力すれば競争性を付与できて、もっと安く調達できる可能性があるような件なので

あれば、それをチェックしましょうっていうのがもともとの趣旨で、そうじゃなくて、やむ

を得ない理由があるのであれば、それをちゃんと説明していただいて我々委員が納得する

っていうことが、とても重要なことだと思うんですね。ところが、その納得する手順が全然

なってない。前回も、欄が一つ全く誤植で全然関係ないことが書いてあったっていうことが

あって、私がそんな指摘を申し上げましたけど、それに近いぐらい、これ何も書いてない案

件概要シートだなっていう印象を持っています。 

 今申し上げたようなことですね、選定理由として挙げているのは、何もその JV かどうか

じゃなくて、じゃあその JV の代表になっている VSOC が、なぜこの案件について１者だけ

応札したのか、応札できるような何か特殊ノウハウがあったということなのか。そもそもプ

ロジェクト自体に、VSOC でないとできないようなボリューム感とかノウハウとか地域と

か、なんか特殊性があったのか、なかったのか。もしなかったんだとすると、ほかの方法で

競争性が付与できるんじゃないかというのが、この委員会で審議すべきことだと思うので、

そのあたりの必要な情報をいただきたい。 

 特に、委員会の審議の進め方として、今日も、「案件がたくさんあるので、説明は省略し

て、委員かの方々の質問から」という進行になっているわけですから、そうするとなおさら

のこと、案件概要シートの回答を充実していただかないと、我々も選ぶ気力がなくなるとい

うか、そういう回答だと思っています。ちょっと厳しいこと申し上げましたけど、そういう

観点でご説明をお願いしたいと思います。 
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JICA： 

 まずご指摘、どうもありがとうございます。できる限り追加情報を加えてご説明をさせて

いただきたいと思います。 

 まず、なぜ１者応募になったのかという点について。VSOC の属性というところになり

ますが、本件業務は特殊性が非常に高くてこの者だけしかできないというふうには、私ども

は理解しておりません。提出資料の補足情報のところに記載しておりますが、我が国では

「農作物種子法」により、長年にわたってこの優良種子（CS）の国内流通を促進しており、

本件実施に必要な能力を有している方々はおられるという考え方でおります。実際、優良種

子を増産することを目的としたプロジェクトにおいては、他のコンサルタント会社が受注

しております。以上のことから、複数の者が本件については応募することが可能という考え

方で、今回臨んでおりました。 

 また、私ども、公示開始の７カ月前という早い時期に業務説明会を開催し、12 者の参加

を得ました。私どもは、その 12 者が参加するだけの意思もあるし、そのような能力もある

というふうに、理解しておりました。 

 結果として１者の応募になっておりますが、その点について各者にヒアリングを行い、先

ほど一つ目の説明にもありました、自社で業務主任者を確保できないこと、そして、各者の

強みが異なっていますので、そこを補完した共同企業体を結成することができなかったと

いうようなことなどが、理由として出されております。競争力の有無というもので申しまし

たときに、VSOC につきましては共同企業体を組むことができたことにより、今回の選定

に応じることができたというような考え方でおります。 

 ですから、先ほど委員がおっしゃっておりました、この者だけが能力があったかというこ

とにつきましては、その者以外にも応札能力あっただろうという理解です。 

なお、今回の案件では、民間の連携をする能力、生産物の審査、土壌調査など、さまざま

な分野の人材が必要だということで、それらのすべてを１者だけで確保することが可能だ

ったかとすれば、そこが難しい点であり、VSOC を代表者とする共同企業体のみが、最終的

に今回応札できたというふうに理解しております。 

 そして、VSOC の属性の部分になります。今回、VSOC のみで出てきていたというわけ

ではなくて、公益社団法人国際農林業協働協会と構成を組んで共同企業体として応札して

おります。 

 先ほど、入札ができなかった理由として、自社で業務主任者の確保ができなかったためと

いう者がございましたが、VSOC の業務主任者は、本件の先行プロジェクトの総括であっ

た人です。その後、この VSOC に入社し、総括という形で出てきております。そんなとこ

ろで VSOC は、その者を確保する事で、この業務主任者というようなものを最終的に確保

して応札をしてきたというふうに理解をしています。そこのところの差が、各社の中で差が

あった一つではないかと考えています。 

委員： 
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 今のご説明を伺って思ったのは、まずプロジェクト自体は、そんなに特殊性はないという

ことですよね。いろんな会社が応札できてもおかしくないんじゃないかという見立てだっ

たと。実際、その説明会に 12 者も来ているということだとすると。ヒアリングの結果は、

その１者でこれだけ広範な範囲の人員を確保する、いろんなことをやる人員を確保しなき

ゃいけないから、人月としても多いんですけど、それで JV が組めなくて難しかったという

話が一つあったと。そうすると、それに対する対策というのが何か考えられるのか。つまり、

この案件でそういうことするのが適切かどうかは別として、例えばそういう話になると、じ

ゃあ、プロジェクトは二つに分けて、少し規模を小さくしたら、競争性を付与できないのか、

という発想が一般論として出てくるわけです。 

 そういう対策はないんですかという議論に結びつくし、それから２点目は、先行プロジェ

クトの総括が VSOC に入社した。そのことによって、影響があったみたいなお話がありま

したけど。そうすると、総括が非常に重要な役割を占めるプロジェクトなのかどうかとかで

すね。もしそうだとすると、その総括がいるところしか受けられないということになるから、

それに対する改善の余地がないのか、総括がそもそも重要ってどういう意味なのかと。そう

いうところまで議論がいって、はじめて議論する意味があるんじゃないかと思うんですよ

ね。そのあたりの情報をいただくと、次から次へとこういう発想がないのかなということが

できて、しかしそういう発想でもだめなんだなということが分かれば、それはそれでこの一

者応札はやむを得ない案件なんだな、ということを納得するわけで。 

ということなんですけど、例えばですね。そういう意味で、今申し上げたようなこととい

うのは、例えばその、切り分ける余地があるのかとかですね。これは一般論で言っているん

ですけどね。 

JICA： 

 一般論として、例えば最初に 12 者ではなくて、数者しか業務説明会に来なかったという

ようなことがあったとします。７ヵ月前ですと、枠組みを変えることが私どもでも検討でき

ます。やはりある程度の関心を持っておられる方々がいないと、その選定は成立しないと考

えています。実際、私どものプロジェクトの中でも、幾つかに分けて発注をしている案件も

ございます。委員がおっしゃっているように、一つの者で実施することは難しいだろうとい

うようなこと、共同企業体を組むのも難しいだろう、そのように考えた場合は、分割発注し

ているものもございます。 

 本件につきましては、結果的には一者応札になってしまったんですけれども、12 者あれ

ば、例えば共同企業体にしても、３者が一緒になったとしても、４つ程度。それは全部組み

合わせればの話ですけれども、複数者が出てくるだろうというような、見通しでした。 

 総括についての話でございます。先ほど別件で同様な案件があるとお伝えしましたけれ

ども、例えばその別案件の総括は、本件の総括とは別の者でございます。ですから、総括の

みが問題ということではないと考えています。ただし、総括ができる人材を確保していると、

共同企業体などを主導的に組みやすくなるというようなものがあるかと思います。それ一
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つだけが要因ではありませんけれども、総括を有しているというような者は、共同企業体を

組むときの一つの優位性を持つというようなところではあると思いまして、そこのところ

はどう勘案すればよいのかというところで言えば、その場、その時々によって異なると思う

んですが、場合によっては二つに分割発注し、そのどちらに重きを置くかによって、全体の

総括機能を持たせるかという検討をしていくことはあるかと思います。本件は、保証種子の

生産から最後のマーケティングまで、全体をフォーカスして見ていくようなことがどうし

ても必要な案件でしたので、できる限り分割をしたくない。総括のきちんと目の届く範囲の

ところで業務実施契約という形で進めたかったというところはございましたので、12 者が

参加したことをもって複数者の応札があるのではないかと期待し、分割発注等の検討はし

なかったということになります。 

 分割発注には、メリットもデメリットもあります。分割しますと、それぞれの肩幅のとこ

ろで最大限の成果を出そうとします。やはりマネージメント力が大事になってくるので、異

なる者がそれぞれを総括していると想定し得ないリスクが増えるというものはあるんでは

ないかとも感じております。 

委員： 

 分けることはきっと難しいのかなと、これを拝見して思いました。別にその分けることが

必須だというふうに思っているわけじゃないので。ただ、分けられない案件だという理由を

説明いただいて納得するプロセスが大事だと思いますので、今、申し上げたということです。 

JICA： 

 ありがとうございます。説明の仕方、フォーマットをある程度ご教示いただいたんだとい

うふうに理解しました。今後に役立てていきたいと思います。 

委員： 

 あんまり特殊な仕事じゃないというお話だったんですけども、この国際農林業協働協会

とかいうところ、なんかかなり特殊な組織のような気がするんです。これ、実際には参加者

は７名おられて、そのうち４名がここから出てきておられるみたいで、というか、ここがあ

る意味特殊なところで、ここと組まないと共同企業体を組みにくいとか、そういうことはな

いんですか。 

JICA： 

 そういうようなことはないというふうに、私どもは理解しておりまして、こちらの協会は、

専門人材も何人かは在籍していますが、一般の開発コンサルタントに在籍している農業分

野を主にやっている専門家の方々と、特に大きな差異や能力的な差があるというようなこ

とではございません。例えば、単独型の一人一人のコンサルタント選定の際にも、通常の開

発コンサルタントと、今回出てきているような、国際農林業協働協会などが実際に企画競争

しております。 

委員： 

 ちょっとなんか特殊だなと思ったのは、この協働協会の財務諸表を見たら、受取補助金と
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かいうのは 90 何億円あって、差額補填資金返還金とか 90 億円ぐらい出ているという。な

んか補助金をもらってそれを出しているだけで、すごく変わった取り引きをしている。中身

さっぱり分からないんですけども。普通にこれは、そういうふうなこともやっているけども、

それとは関係ないコンサルタント業務として、これを受けておられるという理解でよろし

いですか。 

JICA： 

 本件は、30 年前であれば、農林水産省の、いわゆる研究者が中心になってやっていただ

いたプロジェクトかもしれません。だんだん民間にこういう仕事が移っていく過程で、その

団体もコンサルタント業務を実施するようになったと思われます。農水省がかなり影響力

を持っている団体で、ちょっとよく分かりませんけど、何か補助金に関連する業務をやって

いると推察されます。一方で技術サービスを提供するという部分も民間と競合しながらや

っているということです。 

委員： 

 分かりました。今、だいたいご説明を伺ったんですけど、結局その総括の方というのは、

このプロジェクトで５年ぐらいで 1,260 日も使っておられるので、こういう方一人ぼんと

張り付けられるというプロジェクトって、なかなか組みにくいような気がしますので、特殊

でないとおっしゃるならば、５年間もこの仕事をやるというところは、ある程度特殊な業務

なのかもしれないなという印象は持ちました。 

JICA： 

農業分野の場合、干ばつや水害など天候に左右される点がございますので、他の分野に比

べて長い協力期間をとっている案件が相対的に多いというのがあります。もう一つは、雨季

が少しずつ毎年ずれたりとかするので、比較的そのような時期には、現地に滞在する時間が

長くなる傾向はございます。先行案件は、エヤワディという地域を対象にしておりましたが、

長期専門家として１年間ずっと配置する形のプロジェクトをしておりました。 

今回は、フェーズ２になり、種子を普及するようなところに軸足を置いたものですから、

短期専門家による派遣を主とする形にしつつ、ある程度柔軟に活動ができるようにしてい

るというようなところでございます。 

委員： 

 ７ヵ月前の業務説明会のときには、コンサルタント側からは、分割についての要望という

のは出なかったという理解でよろしいでしょうか。 

JICA： 

 それにつきましては、そういうような要望とかは、全くありませんでした。 

委員： 

 分割をしたほうが出しやすいとか組みやすいとか、そういう要望は出なかったというこ

とですか。 

JICA： 
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 はい。 

委員： 

 分かりました。 

委員： 

 ほかによろしいですか。じゃあ、この件はありがとうございます。 

 内容はなかなか、一者応札もやむを得なさそうな雰囲気は感じましたけど、ありがとうご

ざいます。 

 私も同じように、やはり書いてある説明だけではすごく分かりにくいので、こういう席上

配布資料を見てみないと、なんかちょっと分からないところがありましたので、書き方をよ

ろしくお願いいたします。 

JICA： 

 記載のほうは、改善するようにいたします。ありがとうございました。 

 

３．バングラデシュ国投資促進・産業競争力強化プロジェクト業務実施契約 

 

委員： 

 次は３番目の案件にいきたいと思います。 

 ３番目は、「バングラデシュ国投資促進・産業競争力強化プロジェクト業務実施契約」と

いうことで、これは、選定理由としては、事前調査や協力準備調査の受注者その他の情報の

公開・共有方法を知りたい。また、業務内容のチェックや契約金額の妥当性についても教え

てくださいということで選ばれています。 

委員： 

 これは事前調査あるいは協力準備調査を行った受注業者が優位になるということはない

か、すなわち競争性が確保されているような状況であったのかという点が一つ。もう一つは

金額が大きいので、これについての、いわゆる積算自体の妥当性と、どういうプロセスでこ

の金額を算定した、あるいはどういう価格交渉を行ったのかというところを確認させてい

ただきたい。 

JICA： 

 今、委員からご指摘の通り、本件については事前準備の調査からスタートしておりますが、

調査の結果として要請内容が大きく変更された経緯がございます。具体的にはここに書い

てございますが、そもそもの要請は、中小企業の経営改善と、それから機能強化。これはバ

ングラデシュの工業技術支援センターの機能強化というような位置づけでございましたが、

同時期に円借款事業による経済特区の事業が動いていて、先方から投資促進についても協

力に含めてほしいというお話がございました。具体的には投資促進と、それから具体的な特

区開発のための技術協力です。それに加え人材育成を一体的にやろうということでプロジ

ェクトが再構成されました。いわば本件につきましては、三つの別々のプロジェクトを一つ
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にまとめたというような位置づけになっておりまして、これは、非常に私どもとしては画期

的な取り組みではないかと考えております。 

と言いますのは、途上国の場合、省庁が別々ですとなかなか横のコミュニケーションが取

れず、プロジェクトの効果が限定的になるという問題がございますが、この案件については、

首相府が音頭を取って、「よしこれを一体的にやっていこう」というような意気込みが感じ

られましたので、私どもとしてもその要請に応えるということで、プロジェクトを準備した

というような経緯でございます。従って、332 人月で、総事業費といたしまして 16 億円ち

ょっとということでございますが、技術協力プロジェクト 3 件分とすれば、一般的な技術

協力プロジェクトで１件、５年間で５億円ぐらいの規模ですので、それと比べてもそれほど

大きな規模ではないというふうに考えております。 

委員： 

 一つ教えていただきたいんですけど、前のフェーズで受注した A 社という会社と、それ

から B 社というところが、ここが関心表明していたところだと思いましたが、そこが今回

は応札してこなかったのは何か理由があるんでしょうか。 

JICA： 

 前のフェーズというのは、これは具体的には詳細計画策定調査、準備フェーズということ

で、生産管理とそれから経営管理の評価分析というところで業務を行っていただいたとい

うことでございまして、本格フェーズのところでは、手を挙げるということには至っており

ません。 

JICA： 

 分野が違うということ。 

JICA： 

 そうですね。はい。 

委員： 

 なるほど、この２者は、ちょっと分野が違うんで、本体を受ける対象としては、ちょっと

対象外だったということですかね。 

JICA： 

 そうですね。本体では分野に広がりがあり、得意とされる分野には必ずしも該当しなかっ

たということかと思います。 

JICA： 

 これは、結構、法制度的な部分をかなり含むので、もしかするとできるところが限られる

と思います。 

JICA： 

 あと、不幸にしてバングラデシュの事案が起こったタイミングでございまして、いったん

公示をかけたんですけれども、１回取り下げて、５ヵ月後にもう１回公示をかけたというと

ころで。ただ治安問題といいますか、そこでかなり二の足を踏んでしまったというふうな者
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もあるということです。 

 

４．ベトナム国国営企業・銀行セクター改革に係る基礎情報収集・確認調査業務実施契約 

（単独型） 

 

委員： 

 ありがとうございました。次に進んでいきたいと思います。4 番目の案件、「国営企業・

銀行セクター改革にかかる基礎情報収集・確認調査」ということで、この案件に応札できる

個人の属性及び法人が応札しなかった理由を確認したいということで選定されております。 

委員： 

 このタイトルからすると、私が最初これ拝見して思ったのは、「国営企業・銀行セクター

改革に係る基礎情報収集、確認調査業務」という内容で、個人の１者応札というのが、いっ

たいどういう人が応札しているんだろうと。で、会社も応札しないものについて、個人が応

札するっていうのは、どういう属性の方が応札していて、そこに特殊性があるのかという、

先ほどの話も一緒ですけど。ということが一番の関心事で、それで今日の案件概要シートで

拝見すると、まず、「応札が考えられるコンサルタントにヒアリングをしたところ、以下の

とおり」とあるんですけど、これはどういう会社にヒアリングをされて、何者に、どういう

業種の会社に確認されたのか、何者に確認されたのか、そのあたりをまず聞きたいんですが。 

JICA： 

 はい、ありがとうございます。これは非常に特殊な案件っていうふうに、私どもも考えて

おりまして、そもそも国営企業改革とか、銀行改革っていうことで言いますと、日本で経験

したのが数十年前というところでございますので、我々のターゲットとしては、その当時日

本でそういった省庁に属しておられた方とか、あるいはそういう会社にいらっしゃった方

をターゲットにできるだろうということで、想定しておりました。したがって、一人ではな

くて、複数あるのではないかという想定のもとに、今回、単独で実施しております。じゃあ、

者としてどういうところが想定されるかというとこですけれども、具体的に言うと、総研系

ですね。例えば、C 社とか、あるいは D 社みたいなところ。それから、大きな監査法人系

です。こういったところにつきましてヒアリングをさせていただきました。 

委員： 

 国営企業改革っていうのは、国営企業の民営化みたいなイメージですか。 

JICA： 

 はい。おっしゃるとおりです。 

委員： 

 20 年前って書いてありますけど、これ銀行が破綻したころの財務省と金融庁の経験者っ

て、こういう意味でおっしゃっていますか。 

JICA： 
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 そうです。はい。 

委員： 

 そうすると経験者ピンポイントっていうと、結構さすがに昔の話でハードルが高いと思

うんですけど、そのときの情報っていうのは、いろんなところで入手可能だと思うので、必

ずしも直接経験している人である必要もないのかなという印象は受けたんですけど、そこ

はどうなんですか。 

JICA： 

 そうですね。そういう可能性もあると思います。ただ、本件につきましては、行政の部分

で経験されたっていうところが非常に我々としては大きいのかなっていうふうに考えてお

りましたので、できればそういう方に出ていただきたいなというふうには思っております。

ただ、そうじゃない方を排除するというものではございません。 

委員： 

 それで、あと１点ですね。この案件情報シートの 14 ページの(4)の上の最後の段落なんで

すけど、「前身のプロジェクトの経緯等もあるため」ってあるんですけど、この経緯は何の

ことをおっしゃるんですか。拝見していて、前身のプロジェクトの経緯の意味が分からない

んですけど。 

JICA： 

 少し歴史を説明したらどうですか。 

JICA： 

 そもそもで言いますと、やはりベトナムとの関係においてですね。構造改革っていいます

か、社会主義改革から始まって、ずっと流れがございまして、そういう中で出てきた、社会

主義から市場主義に移行みたいな部分がありまして、そういう様々なプロジェクトの中で

の位置付けということでございます。そういう意味で今回、前のプロジェクトというのは、

国営企業改革と、銀行改革と、両方あるんですけれども、それの関係の資料とか、あるいは

評価っていうのをここでは指しています。 

JICA： 

 結局この契約で出てきた個人っていうのは、前のプロジェクトに関わっていた人ってい

うことでしょ。 

JICA： 

 結論から言いますと、この前に走っていた国営企業改革の実施に向けた、企業金融管理能

力プロジェクトと、それから国家銀行改革プロジェクトという、二つ別のプロジェクトがあ

るんですけど、これに深く関わっている方が手を挙げられたということでございます。 

委員： 

 そうすると、先行案件での関与が、これを受けるにあたっては、重要なポイントだった案

件っていうことになるんですか。 

JICA： 
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 そういう意味では非常に精通されているので、状況はよくご存知だったということでご

ざいますが、それをなるべく有利にならないように、いろんな情報を全て開示する形で対応

させていただいているということです。 

委員： 

 前のプロジェクトに携わっておられたときはどっかの企業に属しておられて、その企業

かそこらの組織か何かに。で、それを退職されて、今度は個人で受けられたという。 

JICA： 

 そのときも個人で受けられておりました。 

委員： 

 もともとどういう方、どういう分野の方が。 

JICA： 

 かつて大蔵省の証券局にいた人です。 

委員： 

 ちょっと普通の方では受けにくいような仕事だなと。 

 よろしいですか。はい、じゃあこの件は。 

JICA： 

 ありがとうございました。 

 

５．フィリピン国「マロロス‐クラーク鉄道事業」及び「南北鉄道事業南線（通勤線）」に 

係る協力準備調査（補完）・詳細設計調査業務実施契約 

 

委員： 

 次は５番目に進んで行きたいと思います。 

 これはフィリピン国「マロロス‐クラ－ク鉄道事業」及び「南北鉄道事業南線（通勤線）」

に係る協力準備調査（補完）・詳細設計調査業務契約」ということで、これは契約金額が大

きいこと、さらに本契約前の調査の事前調査・協力準備調査の受注者を含む JV 構成等と、

本受注業者との関係性を知りたい、また、価格の妥当性の確認や、業務内容のチェック体制

等も教えてくださいという選定理由です。非常に大きなご案件で、よろしくお願いします。 

JICA： 

 ご質問がありました前段階の調査ということでございますが、この詳細設計調査につき

ましては、大きく二つのプロジェクトで成り立っておりまして、一つがマロロス‐クラーク

というマニラの北側の鉄道と、もう一つは南線ということで、南側の鉄道ということでござ

います。北側につきましては、前段の調査といたしまして、これは E 社、これは政府系のフ

ァンドでございまして、そこがフィージビリティ調査をおこなっております。その受注業者

につきましては、F 社ということになります。あと、南側につきましては、これは当初は PPP

でやろうとフィリピンで考えられておりまして、それに基づいたフィージビリティ調査と
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いうことで、これは ADB の方でやっていまして、これも受注者といたしましては、F 社が

行ってございます。 

あと、価格の妥当性ということでございますが、これはこの二つの事業に接続します、南

北通勤鉄道、マロロス‐ツツバン区間の詳細設計調査が前段でございまして、同じような業

務内容ということもございますので、この調査の積算等を参考にしながら、且つ、日本の積

算基準とか、日本で同じような構造物を設計する場合の規模感といったものにつきまして

も、日本の事例、設計の事例等も比較しながら、価格の妥当性を確認しております。あと、

業務内容のチェック体制ということでございますが、これはご存じのとおり、これだけ大き

な事業の調査ということでございますので、通常の毎月出される業務月報とか打合せ簿を

確認するというだけではなく、現地におきましても、フィリピン事務所が入って、コンサル

タントまた実施機関との調整会議等を実施しており、その会議の結果についてもしっかり

と情報共有いただくということですとか、また頻繁にコンサルタントともテレビ会議を使

いながら業務調整を行ったりしておりますし、また JICA の本部の中でも一つの部だけが担

当するのではなくて、関係する部も関わりながら、本部全体としてこの業務管理を行ってい

るという状況でございます。 

また、技術的な質をどう確保するかということにつきましても、この業務の中で、土木建

築の設計につきまして、このコンサルタント以外の外部の照査の仕組みっていうのも入れ

ていまして、そういった外部照査を入れながら設計の質を確保するということもございま

すし、また、JICA の中にも専門員という方々がおられまして、そういった専門の方々にも

必要に応じて技術的なアドバイスをいただいたりしておりますし、また、重要事項につきま

しては、国交省等の関係省庁にも相談しながら、技術的な妥当性を確認しながら、このチェ

ック体制を整えていったところでございます。 

委員： 

 すごく大きなプロジェクトで、結局、他でも鉄道関係のプロジェクトはたくさんあります

し、このフィリピンでも以前、たぶん別の案件で、すごく大きなプロジェクトが行われてい

るのを、こちらで見せていただいたこともあるんですけれども、これだけのプロジェクトを

受け入れられるところはとりあえず１者ぐらいしかなかったというのが実態ですか。 

JICA： 

 もともと、これだけ大きな鉄道分野をできるコンサルタントは非常に限られておりまし

て、おそらく２者とか３者ぐらい、幹事としてできるのはそれぐらいだと思いますので、そ

ういった中でご存知のとおり、インドの新幹線なり、ミャンマーの鉄道とかフィリピンの地

下鉄の事業の詳細設計とか、他にもいろいろ動いておりますので、なかなかコンサルタント

のキャパシティが非常に厳しい中で本調査を実施ということになりますので、結果的にこ

ういった形になったというふうに思っております。 

委員： 

 こちらの計画書の資料ちょっと拝見したら、関心表明者の中で、共同企業体にも入ってな
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いところの、例えば G 社とか、どこかの建築事務所なんかを、補強という形でずいぶん人

を送り込んで、人をかき集めてやっているような印象を受けました。あとは、費用の計算が

妥当かどうかっていう、計画段階の計画額と、実際の契約をちょっと比較させていただいた

ら、トータルとしてはほとんど同じぐらいの金額で変わってないんですけども、何か再委託

費用というのは、計画よりもずいぶんと少なくなって、それが他の費用もずいぶん動いてい

るような気がするんですけど。とにかく計画段階の費用見積もりと、実際の費用の構成って

いうのは、これは実際に受注された方との個別の交渉で、また、かなり変わるっていうふう

に考えてよろしいですか。 

JICA： 

 例えば、再委託で一番大きいのはですね、何千枚にもわたる設計図面を書くということが

ありまして、それを再委託するわけでございますけれども、この契約交渉の段階では、まだ

フィージビリティ調査の補完調査も入っておりまして、どれだけの規模になるかも、まだは

っきりしない段階でもございますので、契約交渉の段階では、詳細設計における図面の作成

再委託というのは外しております。後でまた変更という形ですね。ただ、その分この業務を

行っていくにあたって、必要になってくるような経費、特に、通常よりも非常に短期間で処

理をしなきゃいけないということでございますので、一気に人をかき集めなきゃいけない

ということもございますので、それに応じたいろんな経費もかかってくるということであ

りますので、そういった経費も加味しながら６回にわたりまして契約交渉した結果、結果的

に今の 79 億 5 千万円というような金額に落ち着いたというようなところです。 

委員： 

 今のお話ですと、再委託費が実際には多くなったような印象を受けたのですが、そうでも

なくて、計画段階では 39 億円ぐらいの再委託費だったのが、実際の契約では 24 億ぐらい

に減っているんで。 

JICA： 

 先ほど言いました、再委託にもいろいろな再委託の項目がございまして、一番大きなもの

としては、設計図面を作るというとこでございまして、その部分については、設計の業務の

中身が具体的になった後で、改めて設計変更を入れようということになります。この部分だ

け抜いておりますので、そういった意味でその再委託費は下がっているということです。 

JICA： 

 ちょっと補足させていただきますと、契約の時点では私の部で担当しておりまして、そこ

から今あちらの部に移管された案件ですが、契約交渉の段階で再委託金額が少なかった理

由につきましては、先ほど説明ありましたように、この時点ではまだ具体的な詳細のルート

が決まっていない部分が一部あったわけですね。ということから、詳細設計はその段階でど

れぐらいかかるのかっていう、別に詳細設計の図面がどれぐらい必要になるかっていうこ

とが確定しない。したがって、この部分については確定してから追加の契約をしましょうと

いうことで、当初契約から外しました。したがって、この契約時点での再委託契約金額が一
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番大きく凹んでいる理由は、その部分が当初契約から外されていること。したがいまして、

変更契約でこの部分の必要額を今ちょうど直近ですけれども、契約変更おこなって、増額を

せざるを得なくなっております。 

では、当初計画等の差異が生まれている。そうすると他の部分が増えているということで、

その理由につきましては様々ありまして、先ほどの短期間でやらなきゃいけないというよ

うなことが一番の大きな要因の一つではあるのですが、他方フィリピン側の現地に精通し

ているエンジニアを活用したいとか、新たな提案としては、これも少しテクニカルな話です

が、先ほどの G 社が入っているということにも関係するのですが、TOD といいまして、鉄

道が敷かれることによって、駅前開発等の開発が進むことによる価値を鉄道の経営の方に

フィードバックするような、そういった経営の財務的な検討をしたいということをフィリ

ピン側が求めていたことで、我々は効率を重視していったん外したんですけれども、そこぜ

ひやりたいという提案とか、いろんな新しい提案、追加的な提案がありまして、我々もちょ

っと必要性としては、それほど大きくはない範囲内でやることは認めましょうというよう

なことで、追加として認めたもの等ですね。 

それから逆に減らした項目としましては、当初は再委託で外に出そうとしていたものを、

直営の団員で対応できるところは、できるだけ今のまま増やさない形で吸収してやってく

ださいというようなことで、削減しつつその中で呑み込むような付け替えをお願いしたい

と。そういう出し入れの結果、全体としてはトータルしたら最終的に増額にはなっているん

ですが、当初契約はできるだけ抑えるかたちにしています。 

委員： 

 79 億円は当初契約金額ですか。 

JICA： 

 そうです。 

委員： 

 いくらに最終的になりそうですか。 

JICA： 

 これに契約変更で 20 億円ほど。 

委員： 

 最初に比べると、けっこう増えたということですね。 

JICA： 

 そうですね、はい。 

 

６．2017 年度案件別外部事後評価：パッケージⅠ-1（中国・パキスタン）業務実施契約 

 

委員： 

 分かりました。他にご質問ないですか。よろしいですか。じゃあ、この件はこれで、あり
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がとうございました。 

 次は６番の案件に行きたいと思います。「2017 年度案件別外部事後評価、パッケージⅠ－

１（中国・パキスタン）業務実施契約」、これは評価の中で一番大きな金額ということで選

ばれております。 

委員： 

 私の質問につきましては、けっこう詳しい情報を与えてくださいましてありがとうござ

いました。個人的な感想としましては、2018 年度の１者応札は一つですか。案件も少なく

なっていますけど、１者応札が一つしかないということは、これまでの取り組みが少しずつ

報われてきたのか、もしくは他の理由があるのか。ちょっと善意に解釈していいのかどうか

それを教えていただきたいのと、あと、この記載が読めなかったので教えてください。22 ペ

ージで「机上評価のみのパッケージとした場合、現地業務日数はローカルコンサルタントと

打ち合わせを行い」云々云々ってあって、結局、業者からの協力が得にくいと考えられたっ

てあるんですけど、このところがすみません読めなかったので、もうちょっと具体的に教え

ていただければと思います。 

JICA： 

 最初のご質問についてですが、我々の努力が反映されたところは、少しですけれどもある

と思います。ただ大きな要因は、2018 年度は、JICA が皆様にご迷惑をおかけしました予算

逼迫の問題がございました。 

 評価は評価だけで完結するところがありますので、割と身軽に動けます。例えば次に案件

を仕込む最初の調査案件などは、後の影響を考えなければならないので、予算逼迫の中では

調査の開始に躊躇します。しかしながら、評価案件は比較的身軽に開始することができます。

評価に関わる団員の方というのは、事前調査の中で評価分析を担う方が入るケースも多い

のですけれども、そうした事前調査のような案件の数が減ってしまい、皆がこうお腹が空い

て喉が渇いている状態の中で、我々は大体毎年とそんなには変わらない件数の評価案件を

公示させていただき、かつ、とにかく公示がゼロになることを避けようということで、評価

案件の年間予定を、最初に全部明らかにしたのです。 

委員： 

 ほかの仕事がないときに、評価だけがやったということですね。 

JICA： 

 そうです。端折って言うとそういうことになります。 

 それから、22 ページにあります机上評価について説明します。パキスタンの案件は、治

安の問題があって日本人が入れない。その場合にどうするかということですけれども、現地

のパキスタンの方々に現地の調査をしていただく。それを日本人のコンサルタントが受け

取って、机上評価というのはそれに基づいてやる。そうすると、いろいろとコミュニケーシ

ョンを取ったり、現地でいろんなことが起きたときの対応が遅れたりといろんなことがあ

りますので、机上評価だけを案件とすると、おそらくどなたも手を挙げてくれないんじゃな
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いかということを、我々は恐れました。 

 評価は年間を４回に区切って出すことが多いんですけど、これは第一バッチ、最初に発注

した案件の一つです。第一バッチというのは、年間の中でも割に長期間を要する比較的内容

の重いものを先にやるケースが多いんです。そうした中で、実は中国の案件というのは、中

国側の対応は割としっかりしていまして、問題は少なめです。そうした問題の少ない案件に

机上評価だけの案件をくっつけました。ですから、机上評価のパキスタンと中国の評価案件

が合わさって大きくなっている、そういう形になります。 

委員： 

 そういう事情がありましたか。 

思うんですけれども、例えば今のプロジェクトなんかで若手評価、若手加点ってあります

よね。あの評価の場合も、新規参入加点みたいなものをつけて、初めての人にはちょっとプ

ラスするとか、やっぱりそういった取り組みなんかもやると、もしかするといいかなって、

ふっと思ったんですけれども。 

JICA： 

 ありがとうございます。実はですね、そういう提案は内部では我々のほうからさせていた

だいております。ただ、いろいろこう課題もありますので、今いただいたお言葉を一つの支

えにして、次の内部の調整に備えたいと思います、よろしくお願いします。 

委員： 

 評価に対しては、本当にまだまだ伸びる、広げなければいけない市場だと思いますので、

引き続き広げていただくように、ご尽力いただければと思います。 

JICA： 

 ありがとうございます。 

JICA： 

 新規参入については、国内経験重視ということで、海外での経験を評価しないというやり

方もあります。類似業務の経験で海外の業務経験なり、海外の渡航経験、そういったものを

問わない評価対象者というのを選定しているケースもあります。それによって国内の人材

を海外へという取り組みは継続的にやらしていただいております。 

 先ほどのお話で、公示件数、最初の設問の中でご説明しました、今年、いま大体約 400 件

の公示ということで、昨年に比べて百数十件減っているような状況の中、評価部の案件につ

いては、第一四半期に多くの案件を公示していただいたというところもありということで、

非常に競争率が高かったというところです。 

JICA： 

 新規の取り組みとしましては、バックアップの体制、育てる体制などをいろいろ見るよう

な工夫もしております。 

委員： 

再委託費というのは、この種の事後評価でよく出る項目ですか。これはやっぱり現地に作
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業を依頼するということでいいわけですか。 

JICA： 

 はい。日本人の方がそこへ行って、ずっと張り付くというのはちょっとできませんので、

やはり１回もしくは２回、相手の国の中に短期で入って、あとはそれを国内で分析します。

入るときも案件によるのですけれども、例えばサイトが多数あるような場合は、とても全部

は回れませんので、絞り込んだサイトを日本人が見て、あとは向こうの方に見てもらう。も

ちろん全件を見る場合と抽出する場合とがありますけれども、一般的にはこのように対応

することが多いです。 

委員： 

 この再委託先を決めるのは、この受注されたところが自分の責任でやる。 

JICA： 

 はい、そうです。 

 

７．2017 年度案件別外部事後評価パッケージⅢ-8：パレスチナ「ジェリコ市水環境改善・ 

有効活用計画」（プロジェクト評価）業務実施契約（単独型） 

 

委員： 

 ほかにご質問はありますか、よろしいですか。じゃあ、この件はありがとうございます。 

 次も、外部事業評価の案件で、７番目の案件に行きたいと思います。これも、相手方が個

人の契約の中で一人月あたりの契約金額が最も大きいものが選ばれています。一つ、相手先

が個人だというところに着目をしたんですけれども、説明として費用が高くなっているの

は、一般業務費として金額がかなり高額である。それはパレスチナという事情があるという

ことで、これはこれで理解させていただいたんですけれども、個人で受けておられるってい

うのですが、これはなんというか、これもよくあることですか。 

JICA： 

 多くはないのです。個人の方に受注いただくと、契約面などなかなか手が回りきらないと

ころがあります。最近は、個人の方も、どこかの会社に補強として入っていただくというこ

とができますので、それで契約面の事務などはそちらでやってもらうようにしていこうと

していますけれども。 

委員： 

 この方は、こういう事後評価をした経験を持っておられる方。 

JICA： 

 そうです。H 大の教授をなさっていて、H 大学として評価を受注なさったこともありま

すし。それから、外務省の評価案件でメンバーとして、アドバイザーですとかメンバーとし

て入られました。 

委員： 
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 経験としては充分だったということですね。 

JICA： 

 はい。 

委員： 

 細かい話ですけれども、個人の方が契約する場合には、なんかこの、その他原価の出し方

とか、あと一般管理費の出し方が法人とはかなり違うんですけれども、これはなんとか、個

人の場合はこういうふうだというのは、規定が当然あるのですか。 

JICA： 

 ございます。我々はそれに従っております。 

委員： 

 もう一つどこかの案件で、個人の方があったんで見たんですけども、一般管理費をもらっ

ておられない方もあれば、今回の案件 7 については 10％ぐらいとっておられるので、なん

かそこらへんの、もらえる人もらえない人とかいうのは。 

JICA： 

 上限を決めていて、その範囲で請求の見積りを作られる中でやられるという形になって

います。個人の場合のその他原価率の上限は何％、企業の業務実施契約ですとその他原価率

120%と一般管理費等率 40%というのがありますけれども、それに対して個人の場合も上限

が定められております。 

委員： 

 ゼロっていうのは、要するにご本人があんまりそれを請求してこなかった。 

JICA： 

 しない場合もあります。 

JICA： 

 珍しいと思いますけども。 

JICA： 

 単独型なので、価格競争には入らないので、通常であればその計算式に則って請求をされ

てくるっていうのが通常ですけれども、珍しいケースだと思います。 

JICA： 

 積算基準というのを公表していますので、個人で積算される場合、それから企業で積算す

る場合、我々はこういうフォーミュラで積算しますと、予算を見積りますというのは公表し

ているんですね。ですから、ただ価格加味っていう要素がありますので、ちょっと下げて出

てくる場合は、企業の場合は多いですね。個人の場合、そこはないので。 

JICA： 

 業務実施契約の単独型の場合はないので。 

JICA： 

 なぜ減らしてくるのか。そのインセンティブがよく分からないところです。 
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８．2017-2019 年度モロッコ国「投資・ビジネス環境改善に係る能力強化研修」 

 

委員： 

 分かりました。ほかにご質問ございませんか。 

ありがとうございました。次は８番目の案件で、これは前回選ばせていただいたのを仕切

り直した案件ですね。 

JICA： 

 本件 JICA 東京の案件ではございますけれども、内容としては当部が関わっておりますの

で説明申し上げます。 

 モロッコからの要請に基づきまして、2017 年から３年間ということで本邦研修を実施す

るものでありまして、今回ワールド・ビジネス・アソシエイツという会社について、私ども

といたしましては、課題別研修を受注されていたということと、あとは経産省、外務省、

JETRO でも同じような研修の受け入れがあるということを承知していたので、私どもとし

て、本件の選定はできるだろうということで、参加意思公募に向ける特定者として JICA 東

京のほうにご連絡申し上げたというような次第でございます。 

JICA： 

 今ご説明があったように、案件形成を行ったのは産業開発・公共政策部という中で、今ワ

ールド・ビジネス・アソシエイツと関係している研修があるという中で、ある種それを提言

したという形になっております。それを受けて、研修委託契約は、国内機関、今回の場合だ

と東京センターが業務主幹となって調達方法を検討するという形になっております。ただ

調達方法を検討する際、契約方式を今回の参加意思確認公募であったり、企画競争、特命随

意契約であったりという中で、今回は産業開発・公共政策部の提言を受けて、参加意思確認

公募を採用したというようなところであります。 

 ただ前回、ご議論のあったような中で、参加意思確認公募は今回の場合、一応 JICA のほ

うでは、執務参考資料というのを作っていまして、その中で大きくいうと２点ですけれども、

案件形成の経緯等から、事実上業務の履行は特定の者に限定されるものということと、あと

もう１点としては、所管の地域において、業務の履行が可能な機関が特定されるものの、唯

一の機関であるとは説明しきれないような場合には、参加意思確認公募をとって採用して

もいいという形で執務参考資料をまとめさせていただいております。そして今回の場合は、

類似の課題別研修が東京センターであるということから、想定し得るということで、ワール

ド・ビジネス・アソシエイツを特定者として、整理をした上で参加意思確認公募を行ったと

いうように理解しております。 

 ただ、参加意思確認公募は一定の競争性のある公示ということにはなっていますけれど

も、発注者として特定者をネーミングするということは、一定程度優位性があるというふう

に考えるところです。その扱いについては、十分留意が必要ではないかというふうに、調達
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部としては考えます。 

 所管地域において過去連続して対象分野の研修事業を、何度も何度も受注実績がありと

いうことで、研修事業に非常に長けた人材育成に関わる知見を持った者があれば、それはそ

れでなんだと思いますが、今回の場合は、そこまで判断できるようなところでは、ちょっと

曖昧さが一定程度残るのかなというのが認識です。 

 今後、調達部としましては、その執務参考資料は調達部で作成しておりますので、その中

で、もう少し今回のような参加意思確認公募をどういうふうに扱うのか、どういうものが適

切なのかというところを再度精査した上で、改善をしていきたい。それでその執務参考資料

を契約監視委員会にも、こんな形で整理をさせていただきたいということを、今後ご提案さ

せていただきたいと思います。 

JICA： 

 一言で言えば、今の執務要領は非常に幅広く読めるような形になっていたので、我々が作

っていた執務要領がちょっとまずかったんではないかという反省に立っております。です

からそれを今後直していくことで、こういった事例が少なくなるようにしていきたいと思

います。 

委員： 

 具体的なこの事例としては、参加意思確認公募になるための強い理由はなかったかもし

れないという、そういう理解でいいですね。 

JICA： 

 前回の議論はそういう形で進んでいたのですけれども、改めてこの執務要領を見てみる

と、読めないことはないなと。ですから JICA 東京にブレームがあるわけじゃなくて、もし

かしたら執務要領を作った我々のほうに、ブレームがあるのかなっていう、今、認識に立っ

ています。 

委員： 

 要領はこれからもう少しやり直すということは、分かりました。 

 この案件はなんか特殊性として、国王、王族に近い参加者が入るとか、国王、王族に近い

参加者が本研修に含まれるというような記載もありますし、日程を見ると普通の研修じゃ

なくて、いろんな会社の方が説明をされたりとか、それから見学みたいなものが入っていた

りとか、参加者の方は、I ホテルに泊まっておられるとかいうので、なんかちょっと特殊な

感じはしたんで、そういう案件形成のときからもう決めうちで、なんかこういうようなもの

を作りたいということで、それをこのワールド・ビジネス・アソシエイツと相談しながら作

っていったものという印象を受けたんですよ。それはそうではないですか。 

JICA： 

 それはありません。 

JICA： 

 そういう特殊な案件だけに、安心して頼めるところにしたかったという気持ちは働いた
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のかもしれません。 

委員： 

 じゃあ、この日程とかなんかは、参加意思公募をやって、もうワールド・ビジネス・アソ

シエイツさんに頼むと決まってから、そこがこれを作ったというような理解でよろしいん

ですね、日程、細かい日程は。 

JICA： 

 詳細日程についてはご理解のとおりです。 

 

９．2017-2019 年度「地域資源を活用した商品ブランディング・マーケティング（A）」 

 

委員： 

 はい、分かりました。ほかにご質問ございますか。よろしいですか。じゃあ、それではあ

りがとうございました。 

 次は９番目の研修のことですね。中部センターの 2017-2019 年度「地域支援を活用した

商品ブランディング・マーケティング」ということで、これは研修の内容および契約相手方

の属性を確認したいということで選定されておられます。 

JICA： 

 委員のご関心の向きは冒頭お聞きしました。ですので、それに即した形でのご説明、ご回

答を致しますと、この「人の森」という会社ですけど、有限会社で小さな会社です。愛知県

に事務所を持つ会社ですが、その少ない社員の中で、例えば住民参加型の地域開発とか、あ

るいは中小企業診断士を持った非常に海外経験も豊富な方で運営されている会社です。ち

ょっと名前が変わった会社なので、どんな会社だろうということで疑問を持つ方もいるん

ですけど、一般的にはほんとうに小さなコンサルタント会社ということだと思います。 

 それで、実際にこの会社の研修を見学してみると、内容的には非常に質の高い研修をされ

ているなという印象です。一方的に講義するのではなくて、途上国からの研修員の意見とか

アイデアを引き出すような研修をやっていただいていて、そういう意味ではお願いしてい

て非常に安心できる会社ということは言えます。ただ、今回 2017 年度では、たまたま一者

応札ということになりましたけれども、ほかの企業・団体でもこの研修自体はおそらく実施

可能であろうと思います。質のところは別として、内容的には実施可能だろうと思います。

１ターン前の、2014 年度からの同じ内容の研修では、J 社が手を挙げられましたし、またこ

の地域では、K 社という同じようなコンサルタント業務をやっている会社もありますので、

そういったところでも手を挙げることは可能ではないかと思います。そういう意味では、現

在「人の森」にお願いをしていますけど、同様の研修が将来ある場合には、なるべく前広に

情報を出して、手を挙げてもらえるような努力はしていきたいと考えております。 

委員： 

 大体お伺いしたいところは伺えたと思いますが、資料を拝見すると、取締役の L さんと
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いう方がほとんど内部講師を勤めておられるんですが、この方のノウハウというか、講師と

してのスキルによるところが大きい研修というイメージですか。 

JICA： 

 L さん、この方が中小企業診断士で海外経験も豊富で、非常に研修員とのやりとり、キャ

ッチボールができている方だと思います。ただ、そういった能力の方がほかにいないわけで

はないと思いますので、K 社なんかにもそういう方はいらっしゃると思いますので、現在は

「人の森」が受注されている理由の大きなところは、確かに L さんだろうと思います。 

委員： 

 研修内容の特殊性とか講師に特殊スキルが要求されるというよりは、案件も金額もあま

り大きな案件でもありませんし、そんなに競合他社が競って応札するような案件じゃない

というのが本音のところという感じですか。 

JICA： 

 そうですね、研修の規模自体は魅力的ではないかなと思います。ただ、タイミングさえ合

えば、J 社、K 社も関心はお持ちというところですので、今回はたまたまタイミングがよく

なかったのかというのが正直なところです。 

JICA： 

 このぐらいの規模になると機会費用も考えてしまうので、他の会社もですね。 

委員： 

 今の説明で理解いたしました。 

 

10．2017-2019 年度「学校保健」 

 

委員： 

 他にご質問は。よろしいですか。どうもありがとうございました。 

 次は 10 番目の案件にいきたいと思います。これも中部センターで 2017‐2019 年度「学

校保健」という案件です。これは、学校法人からの応札が期待できるのではないかと考えた

ためという理由で選定されております。 

委員： 

 学校法人とか、例えば病院とか、保健に関係あるようなところで、たぶん他のセンターで

はこういったようなタイトルで病院とかもしかしたら応札されているところもあるんじゃ

ないかなと思いましてお聞きしました。 

 それと、文面をお読みして、例えば今回もかつて応札した２者に確認をしたら、どちらも

人員体制が難しいということを回答されてきたんですけれども、例えば他の業務が重なっ

ている、それを、公示をずらすことによって、もしかしたら応札できる可能性があるのでは

ないかというふうにも考えましたし、あと、委員選定理由への回答のところで、中部地域で

研修実施可能な学校法人は限定的ってあるんですけれども、中部センターなので中部地域
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というのは、非常に意味は分かるんですが、もうちょっと地域を広げれば手を挙げるところ

があるのではないかと思ったんですけど、そのあたりいかがでしょうか。 

JICA： 

 委員のおっしゃるとおり、例えば学校法人とか、あるいは病院というところも候補として

はあり得ると思います。ただ、この研修の特徴としましては、「学校保健」という名前のと

おり、この研修の一つの売りというのが日本式の保健室、これを海外、途上国でも有効に学

校で活用できるのではないかなというのがテーマになっておりまして、そういう意味でち

ょっと病院、あるいは学校というのが、どれだけそのへんの知見をお持ちなのかというのは

あります。 

 次の委員のご質問にも関係するんですが、この研修は実はコースリーダーを、愛知県の職

員で小児科のお医者さんである M 先生という方がコースリーダーを務めておられます。こ

の方にコースリーダーを委嘱して、研修そのものは公示で選んでいくという形をとってお

りますので、実はタイミングをずらして色んな企業、団体が手を挙げられるようにしたいと

いうのはあるんですけれども、この M 先生の年間の都合に若干左右されるところがあると

いうところもございます。 

 そういう意味では M 先生がこの分野の知見を最もお持ちですので、それを支える委託先

というのはまさに M 先生とうまく調整ができて、それでこの研修を上手く運営していける

ところということになります。その意味ではこのコースリーダーと調整してできるかぎり

手が挙がるような努力はしていきたいと思います。 

委員： 

 1 者になってしまうというか、ほぼ、もう決まっちゃうというような状況であることは理

解しました。ありがとうございました。 

委員： 

 このシステム科学コンサルタンツという会社について、ちょっとネットで調べたんです

けど、ここはなんか東京の会社のような気がするんですけど、これは中部にあるんですか。 

JICA： 

 今はもう名前が変わっていますが、もともとは東京の会社です。 

委員： 

 地方というか近畿とか関西とかそういう北九州とかで企画される研修って、だいたいそ

の地域の会社とか学校とか大学と提携することが多いので、ここはどうして東京の会社か

なと、ちょっと思ったんですよ。これは、そのへんの理由はあるんですか。別に東京で悪い

ということはないと思うんですけど。 

JICA： 

 コースリーダーが先ほどM先生ということでご説明したんですが、M先生のほうからも、

このシステム科学コンサルタンツというのは、実施可能な会社ですよということで紹介を

いただいたということはあります。もちろん、ここだけではないですけど。 
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JICA： 

 こういう形で公示とかかけている研修については、地方のセンター等は国内機関が主管

していても、ここに記載ある東京の N 社とか、何社か研修業務を拡大しようということで、

コンサルタント系の企業が研修関係の部署を作られて受託されているケースはあります。 

JICA： 

 保健とか教育を主にやっているコンサルタントの数ってすごく少ないんです。特に開発

コンサルタントとなると非常に限られていて、そのうちの一つが、今は名前が変わっていま

すがここです。合併されちゃいましたけども、この会社は草分け的な会社ですね。 

委員： 

 この分野では有名な会社ですか。 

JICA： 

 有名かどうかはわからないですけど、昭和 40 年代の半ばに元 JICA の職員だった者が作

った会社です。 

 

11．2017 年度青年研修「モルディブ／体育教育コース」 

 

委員： 

 他に質問はありませんか。この件はどうもありがとうございました。 

 次の最後の案件 11 に行きたいと思います。この案件 11 は「2017 年度青年研修モルディ

ブ/体育教育コース」ということで、これは駒ヶ根青年海外協力隊訓練所が所管する契約か

ら選定しました。いろんなところが所管している契約も見てみたいという意図で、特に何が

おかしいとか、そういうわけではないのです。ちょっと質問させていただきたいですが、こ

の相手国の研修を受けられる方はモルディブから 10 名ということですが、具体的にはモル

ディブの学校の先生のような方でしょうか。いわゆる受講者の方ですけど。 

JICA： 

 はい、この 2017 年度の参加者は、全員が主に小学校の先生を担当されている方というこ

とになっております。 

委員； 

 この選定理由の回答として駒ヶ根青年海外協力隊訓練所はモルディブ隊員の派遣前訓練

を担当してきたりとか、そういうような経緯もあって、これを引き受けたということですけ

ども、もともとこれは O 大学が受けていた案件ですか。 

JICA： 

 はい。これは 2016 年度から 17 年度、18 年度と 3 年続けて駒ヶ根訓練所が所管して実施

しておりますけども、この 1 年目の 2016 年度は O 大学が受託者となって実施しておりま

す。 

委員： 
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 そうすると、今回の契約の研修もその 2016 年度と同じような内容の研修を別のところに

依頼して行ったということですね。 

JICA： 

 はい、そうです。内容的には体育教育の現状の講義ですとか、小中学校あるいは高校への

学校訪問。あるいは信州の場合はＪリーグのチームの松本山雅 FC との連携を得ながら、住

民に対するスポーツ振興の活動といったものを見学してもらっていまして、内容的にはほ

ぼ同じになっております。 

JICA： 

 SCOP ってどういう団体なのか、少し説明して下さい。 

JICA： 

 はい、SCOP スコップと呼んでいますけども、これは平成 15 年に設立された NPO 法人

ですが、最初は O 大学地域連係プロジェクトということで O 大学を中心に長野県の研究機

関が集まって、地域の課題の解決、そのためのコンサルティングですとかリサーチを中心に

して実施してきた団体ということです。 

委員： 

 はい、そうすると、O 大学の先生のご都合が悪いので、SCOP というところに話を持っ

て行ったというのが実際のところですね。 

JICA： 

 はい、そうですね、当初 2015 年に本部から打診を受けて始めた研修ですけども、１年目

は O 大学の方が非常に前向きに考えていただいて受注もしていただいたということだった

んですが、その２年目が担当教官のご都合で実施できないという連絡がございまして、実は

SCOP にはこれ以前から職業訓練ですとか中小企業振興の分野の青年研修を長野県で受注

をしていただきましたので、こちらから声を掛けて打診したところ対応できるということ

で手を挙げていただいたという経緯もあります。 

委員： 

 もう一つ内容についての質問ですけども、講師に対する謝金が発生する講義というのは

全体の 17 日間の中で 13 時間しかなくって、あとは東京でオリエンテーションをしたり、

あと実習とか見学とかそういう発表とかいう内容が多いような研修だなと思ったんですが、

例えばもうちょっと具体的にこれはどういうようなところに重点を置いた研修ですか。見

学等でいろんなところを回って見聞きをするとか、そういうところに重点を置いておられ

るような研修でしょうか。 

JICA： 

 はい、そうです、見学がかなり大きな部分を占めておりまして、小学校、中学校、高校に

今回はそれぞれ１箇所、１校ずつ見学に行っております。また松本山雅 FC が展開する住民

を対象としたレクリエーションあるいはスポーツ振興のイベント、こういったところの見

学も行っておりまして、そういったところでは講義謝金が発生してないということでござ
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います。 

委員： 

 はい、分かりました。ほかにご質問ございますか。 

JICA： 

 青年研修につきましてお手元のこのファイルの 23 ページのほうにちょっと課題別研修

等々とは違って、研修期間がもう 13 日と決められている中で、青年研修は開発途上国が将

来を担う青年層を日本に招いて開発課題、今回の場合ですと担い手ということですけども、

そういった国において日本の経験技術の基礎的理解を要する研修を行い、将来を担う人材

の育成ということで、プログラムの中味も交流の部分が基本になっています。 

 そういう感じで受託される団体も NPO とか、公益法人、大学、あと県の青年会館とか、

そういうようなところに受託していただいて、地域と繋がっていただくというのが一つ大

きな目的になっています。 

委員： 

 はい、分かりました。ご質問はよろしいですね。じゃあどうもありがとうございました。

これで 11 件の案件終わりました。 

 

議題２ 「アドバイザー契約」の考え方の整理 

 

進行役： 

 はい、ありがとうございました。 

 では議題２の「『アドバイザー契約』の考え方の整理」につきまして、事務局のほうから

ご説明を申し上げます。資料の２をお開きください。よろしくお願いします。 

JICA： 

 昨年度の第４回でも議論になりましたアドバイザー、そのときには安全対策アドバイザ

ーということでしたけども、アドバイザーについて少し整理をさせていただきたいと思い、

今回この紙を用意させていただきました。 

 いわゆるアドバイザーと称する個人との契約、JICA の場合は二つの視点がありまして、

①として業務の完成を目的とする契約。例えば業務実施契約もそうですけども、あとは弁護

士の方であるとかそういったもので一定の単価を決めて何をやっていただくというものと、

②労務の提供を目的とする契約、この二つに分かれています。今後は調達部としては特に①

に関して競争性の適正な契約の適正さを示させていくということにさせていただきたいと

いうことで、ペーパーをまとめさせていただいております。 

 2017 年度の新規の、要約のところで以下仮称として「助言サービス契約」というと書か

せていただいていますが、17 年度の実績で言いますと、本邦においては国内機関の業務を

支援するものであるとか、在外事務所においては事務所の存在しない国の連絡調整を担当

していただくとか、あと治安上の理由で日本人が現地に行けない国地域における連絡調整、
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あとプロジェクトサイトの技術的な専門の人材、あと在外事務所の業務を支援するものと

いうことで、安全対策アドバイザー、顧問弁護士、その他知見に基づく助言をサービスして

いただく方というような整理をさせていただいております。 

 このうち国内機関の業務を支援するものにつきましては、当該契約は 2018 年度において

は謝金ベースの人材確保に切り替えられているという実態がございます。また在外事務所

における連絡調整担当とかという部分の業務の内容、勤務形態、報酬の支払い方法の３点か

ら照らすと、労務の提供を目的とした契約となっております。 

 一方、２－３で、プロジェクトサイトにおける技術的な専門人材。２－４の②、顧問弁護

士、その他専門知識の助言サービスは、専門性や技術、そういったものを持つ人材に特定の

業務の完成を求め、その成果に対する報酬を支払うため業務の完遂を目的とする契約にな

っていると整理ができるのではないかと考えております。 

 そのような中で、２－４の中の安全対策アドバイザーについては安全知見に関する情報

の提供という業務の完遂を専門人材に求めるものと、従前よりご議論になった警察 OB 等、

特殊な経験を持つ特定の人材を確保していくような労務の提供を求める、その二つの側面

があって、一括して安全対策アドバイザーという形で整理をさせて組み合わせていただい

たというのが、今までのご説明だったと思います。 

 そのような中で助言サービス契約の考え方ということでまとめさせていただいています

が、機構における助言サービス契約のうち、労務の提供を目的とする契約については、人材

確保のため人選方法を完全に競争で求めることは非常に難しいだろう、仮に競争性のない

随意契約もしくは一者応札応募となっていたとしても、その契約としての競争性のなさを

一概に評価することが難しいのではないかというように考えています。 

 この考えを元に調達部は今後、助言サービス契約に関して二つの分類という形で、それぞ

れの分類に応じてその競争性の有無の適正さを審査していくことが適当ではないかという

ことで、ご定義をさしあげました。 

JICA： 

 補足しますと、労務の提供を目的とする契約は、もう契約監視委員会には掛けませんとい

うことです。要するにこれは事務所に毎日来てもらって、毎月毎月お給料みたいな形で払っ

ているケースなので、職員を選ぶのとあまり変わりません。こういうものは国の整理でも契

約監視委員会の対象にはしていないのが普通なので、除外させていただくということです。 

JICA： 

 それで、こちらのページのこの表になりますけども、上段のほうが業務の完成を目的とす

る契約という形で対応というところに書かせていただいていますが、業務実施契約の単独

型と同様、契約相手方の選定過程における競争性の有無について、必要に応じ契約監視委員

会でご議論していただきたいというふうに考えております。 

 一方で、労務の提供を目的とする契約につきましては、契約監視委員会の審議対象案件選

定に当たって、当該契約はこの分類に当たると判断していることを明示して議論の対象と



34 

 

はしないという形にさせていただければと思います。 

 参考情報として次のページに書かせていただいていますが、安全対策アドバイザーの契

約に関しましては、2018 年の９月に安全管理部のほうから指針を示し在外事務所のほうに

提示し、いままでご議論があった現職の警察官、現職の公務員との契約というのが 2019 年

２月時点で 8 カ国８名ありましたけれども、そのうち５名については今年度で終了という

形で、来年度以降継続せざるを得ないのは３カ国ということで、エルサルバドル、モルディ

ブ、イエメンという形になっています。イエメンにつきましては無休休職という形で現職の

公務員の方が就かれており、モルディブについては治安当局の情報統制が厳しいというこ

とで選択肢がないと、現職公務員の兼業も弁護士に確認もしていますというところです。エ

ルサルバドルについては現在今後の方向性について検討中という形になっております。と

いうことで、今年度末では３名に減るという形で、今後またモルディブ、エルサルバドルと

検討していくという形にさせていただく、併せて、契約監視委員会のほうでは業務実施契約

単独型と同様、業務の完遂を目的とする契約についてご議論いただければと思います。 

JICA： 

 「アドバイザー契約」という言い方が非常に曖昧で、いわゆるナショナルスタッフに近い

ような人も含めて「アドバイザー契約」と言っていたということです。それから、相手国政

府が JICA の安全に対して責任を持つのは当然ですけども、なかなか費用負担ができない場

合があるんですよね。例えばアフガニスタンなんかは警察官の給料を日本政府が 200 億円

毎年払っているんですよ、治安維持のために。それは国際約束に基づいてそういうことをや

っているので、そういうこともあり得るんですね。ですから、兼職と言うんですか、公務員

の倫理とかいう話を超えて、国と国の間でもうそういうアレンジメントになっているとき

は、お金払ってもかまわないというふうに私は思っています。 

進行役： 

 本件について、コメントご意見をいただきたいのですか。 

JICA： 

 皆さんのご助言でこういった形でこの安全対策アドバイザーについても、一定の方向性

を整理させていただいたということで、今後それを徹底させていきたいと思いますので、引

き続きよろしくお願いいたします。 

委員： 

 よろしいですか。はい。 

 

議題３ 2019 年度の契約監視委員会の運営について（案） 

 

進行役： 

 ありがとうございました。 

 それでは議題の３といたしまして「2019 年度契約監視委員会の運営（案）」について、事
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務局からご説明を申し上げます。資料３をお開きください。 

JICA： 

 「2019 年度契約監視委員会運営方針（案）」ということで、まとめさせていただいていま

す。審議対象事項等については従前の通りですけども、１点だけ今回変えさせていただいて

います。 

 そこは何かというと、開催予定の第３回のところで変更契約の点検というのが今まで入

っていなかったので、そこをちょっと入れさせていただきたいというところが、例年と異な

る点であります。この部分につきましては、本来であればもっと早い段階からご議論してい

ただくべきだったのかもしれませんが、一者応札・応募というところに主眼をおいていまま

でずっとやってきたという中で、今年度、第２回、第３回等々の委員会では一者応札・応募

の事例というのはそれほど多く出なかったということもありというところで、今後こうい

った点についても併せてご議論いただいて、よりよい契約になるように皆様のほうから厳

しいご意見いただければというふうに思っております。 

 開催回数のほうは一応今のところ４回ということを想定していますが、注釈に対象案件

の状況に応じてということで、開催回数を３回とすることも検討させていただきたいとい

うふうに思っております。以上です。 

進行役： 

 本件に関してコメント等ございましたらお願いいたします。 

 

 

JICA： 

 今回で 2 名の委員の方々は最後ということで、ありがとうございました。 

JICA： 

 長い間、ほんとに長い間やっていただいて感謝しております。私が部長だったときからや

っていただいているのに、あまり進歩してなくて申し訳ありません。ですから今日委員から

いただいたコメントをちょっともう一度よくよくよく噛みしめて、出るとこ出たときにき

ちっと説明できるということに心がけていきたいと思います。 

進行役： 

 2 名の委員の先生方におかれましては、ほんとに長い間ありがとうございました。 

これで本日の議題は全てご議論いただきました。それでは今回の契約監視委員会は、これ

で終了させていただきます。どうもありがとうございました。 
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別添資料 

 

議事次第 

[席上資料] コンサルタント等契約の一者応札 

１ コンサルタント等契約及び研修委託契約（2017 年度契約）の一者応札・応募に係る 

個別点検 

２ 「アドバイザー契約」の考え方の整理 

３ 2019 年度の契約監視委員会の運営について（案） 



業況の指標

コンサルタント等契約 1,047 件 906 件 688 件

784 億円 1,003 億円 798 億円

（1）実質継続契約 93 件 82 件 68 件

136 億円 179 億円 229 億円

（2）特命随意契約 34 件 21 件 23 件

13 億円 18 億円 21 億円

（3）新規契約 920 件 802 件 597 件

634 億円 806 億円 548 億円

新規契約における一者応札 317 件 285 件 218 件

34.5 ％ 35.5 ％ 36.5 ％

新規契約の業務実施契約 395 件 364 件 295 件

うち一者応札 198 件 188 件 152 件

50.1 ％ 51.6 ％ 51.5 ％

新規契約の業務実施契約（単独型） 525 件 438 件 302 件

うち一者応札 119 件 97 件 66 件

22.7 ％ 22.1 ％ 21.9 ％
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2018年度第4回契約監視委員会：一者応札・応募の個別点検対象契約リスト（2017年度契約）

１．コンサルタント等契約

担当部署 担当課 契約区分 調達方法 契約件名
契約金額
（円）

人月 地域 分野 委員 過去の契約監視委員会

1
アフリカ部

セネガル事務所
アフリカ第四課 業務実施契約 企画競争

マリ国行政能力強化（ガバナンス・職業訓練・地方給水）のための情
報収集・確認調査業務実施契約

161,578,800 17.39 アフリカ 行政 関口

2 農村開発部
農業・農村開発第
一グループ
第一チーム

業務実施契約 企画競争 ミャンマー国イネ保証種子流通促進プロジェクト業務実施契約 691,188,120 155.00 アジア 農業 中久保

3
産業開発・公共政
策部

民間セクターグ
ループ
第一チーム

業務実施契約 企画競争
バングラデシュ国　投資促進・産業競争力強化プロジェクト業
務実施契約

1,645,094,880 332.00 アジア 商業・貿易 乾

4
産業開発・公共政
策部

ガバナンスグルー
プ
行財政・金融チー
ム

業務実施契約
（単独型）

企画競争
ベトナム国国営企業・銀行セクター改革に係る基礎情報収集・
確認調査業務実施契約（単独型）

17,018,000 6.02 アジア 行政 中久保

5

インフラ技術業務
部

社会基盤・平和構
築部

有償技術審査室 業務実施契約 企画競争
フィリピン国「マロロス-クラーク鉄道事業」及び「南北鉄道事
業南線（通勤線）」に係る協力準備調査（補完）・詳細設計調
査業務実施契約

7,962,575,400 1267.13 アジア 運輸交通
不破

乾

6 評価部 事業評価第一課 業務実施契約 企画競争
2017年度案件別外部事後評価：パッケージⅠ-1（中国、パキスタン）
業務実施契約

91,007,280 16.20 アジア 評価 関口

7 評価部 事業評価第一課
業務実施契約
（単独型）

企画競争
2017年度案件別外部事後評価パッケージⅢ-8：
パレスチナ「ジェリコ市水環境改善・有効活用計画」（プロジェクト評
価）業務実施契約（単独型）

9,038,000 1.85 中東 公益事業 不破

２．研修委託契約 （敬称略）

担当部署 担当課
研修
形態

調達方法 案件名 契約相手方名称
受入
人数

受入期間
（日数）

分野 参加国 理由 委員 過去の契約監視委員会

8
産業開発・公共政
策部

民間セクターグ
ループ
第二チーム

国別研修
参加意思
確認公募

2017-2019年度モロッコ国「投資・ビジネス環境改善に係る能力
強化研修」

株式会社ワールド・ビジネス・アソ
シエイツ

10 11 産業振興 モロッコ
契約相手方を特定者として、
参加意思確認公募とした理
由。

前回委員
会からの
持越

2018年度第3回

9 中部センター 研修業務課 課題別研修 企画競争
2017-2019年度「地域資源を活用した商品ブランディング・マーケティ
ング（Ａ）」（１年次）

有限会社人の森 13 25 商業・貿易

アフガニスタン、アルバニ
ア、ブータン、エチオピア、
レソト、モンゴル、ナイジェ
リア、スワジランド、マケド
ニア旧ユーゴスラビア共和
国、チュニジア、ザンビア

研修の内容、及び契約相手方
の属性を確認したい。

中久保

10 中部センター 研修業務課 課題別研修 企画競争 2017-2019年度「学校保健」
システム科学コンサルタンツ株式会
社

12 45 保健・医療
アフガニスタン、ガーナ、リベリ
ア、ミクロネシア、ミャンマー、スー
ダン、タンザニア、ザンビア

学校法人からの応札が期待で
きるのではないかと考えたた
め

関口

11
駒ヶ根青年海外協
力隊訓練所

業務課 青年研修 企画競争 2017年度青年研修「モルディブ／体育教育コース」 特定非営利活動法人ＳＣＯＰ 10 17 人的資源 モルディブ
駒ヶ根青年海外協力隊訓練所
が所管する契約から選定しま
した。

不破

（敬称略）

当初契約金額が最も大きい契約を選定しました。

本契約前の調査（事前調査・協力準備調査）の受注業者（含む
JV構成等）と本受注業者との関係性を知りたい。また、価格の
妥当性の確認や業務内容のチェック体制等も教えてください。

株式会オリエンタルコンサルタンツグロー
バル

個人
この案件に応札できる個人の属性、及び法人が応札しなかった
理由を確認したい。

契約相手方名称 理由

株式会ＶＳＯＣ
契約金額が高額であること、並びにプロジェクトの内容及び契
約相手方の属性を確認したい。

人月当たり単価が高いため

4,676,006

4,377,475

3,332,331

株式会社アースアンドヒューマンコーポ
レーション

アイ・シー・ネット株式会社
評価のなかで一番大きな金額。評価事業全体における一社応札
が全体の何パーセントを占めるのか、事業者の不足は改善して
いるのかという現況について知りたい。

個人
相手方が個人の契約の中で、１人月当たりの契約金額が最も大
きいものを選定しました。

3,008,717

株式会社コーエイ総合研究所
事前調査や協力準備調査の受注業者、その情報の公開・共有方
法を知りたい。また、業務内容のチェックや契約金額の妥当性
についても、教えてください。

契約金額
（円）

資料 １－１





















































































2019年 2月 28日 

調達部 

「アドバイザー契約」の考え方の整理 

 

 要 約 

 

 所謂「アドバイザー」と称する個人との契約（以後、仮称として「助言サービス契約」と

いう。）を、 

① 業務の完成を目的とする契約 

② 労務の提供を目的とする契約 

に分類したうえで、今後調達部としては、特に①に関して、競争性等の契約の適正さを審査

していくこととする。 

 

 

 １ 「助言サービス契約」の分類 

 

 2017 年度に新規に「助言サービス契約」を締結した実績をもとにその業務内容を分類す

ると、次のようにリスト化することができる。 

 

本邦 1．国内機関の業務を支援する者 

在外 

事務所 

2-1．事務所の存在しない国における連絡・調整担当 

2-2．治安上の理由で日本人が現地に赴けない国・地域における連絡・調整担当 

2-3．プロジェクトサイト等における技術的専門人材 

2-4．在外事務所の業務を支援する者 

① 安全対策アドバイザー 

② 顧問弁護士 

③ その他専門的知見に基づく助言サービス 

 

 このうち、「1.国内機関の業務を支援する者」は、当該契約が 2018年度においては謝金ベ

ースの人材確保に切り替えられている実態がある。 

また、在外事務所における「2-1.事務所の存在しない国における連絡・調整担当」「2-2.治

安上の理由で日本人が現地に赴けない国・地域における連絡・調整担当」は、業務内容（指

揮命令の有無）、勤務形態（常勤・非常勤、勤務場所等）、報酬の支払方法（月例などの定期

給等）の３点に照らすと、労務の提供を目的とする契約と整理することができる。 

一方で、「2-3.プロジェクトサイト等における技術的専門人材」「2-4.②顧問弁護士」「2-4.

⑤その他専門的知見に基づく助言サービス」は、専門性や技術をもつ人材に特定の業務の完

成を求め、その結果に対する報酬を支払うものであるため、業務の完成を目的とする契約と

資料２ 



整理することができる。 

残る「2-4.①安全対策アドバイザー」については、安全・治安に関する情報の提供という

業務の完成を専門人材に求めるもの、または、警察 OBなどの特殊な経験をもつ特定の人材

を確保して、不定形の労務の提供を求めることを目的とするものに、大きく二分することが

できる。 

 

 

 ２ 「助言サービス契約」の考え方 

 

 機構における「助言サービス契約」のうち、労務の提供を目的とする契約については、人

材確保のための人選方法に完全な競争を求めることが難しく、仮に競争性のない随意契約も

しくは一者応札・応募となっているとしても、その契約としての競争性のなさを一概に評価

することは難しい。 

 この考え方を基本に、調達部としては、今後の「助言サービス契約」に関しては、原則と

して次のとおり分類のうえ、それぞれの分類に応じてその競争性の有無の適正さを審査して

いくこととしたい。 

 

分 類 要 件 対 応 

業務の完成

を目的とす

る契約 

① 仕事の完成を求める契約。 

② 仕事の完成を証明する成果品

が提出され、同成果品の検査

の結果として対価としての報

酬が支払われる。 

 業務実施契約（単独型）と同様、契

約相手方の選定過程における競争

性の有無などの適正さについて、

調達部が審査を行う。 

 必要に応じて契約監視委員会での

審議に付す。 

労務の提供

を目的とす

る契約 

① 仕事の遂行を求める契約。 

② 業務指示内容に加えて、監督

者等からの指示・依頼を受け

る。 

③ 常勤・非常勤の違いはあって

も、基本的に機構が指定する

職場で業務を遂行する。 

④ 成果品の内容に拘わらず報酬

が支払われる。 

 競争性のない随意契約や一者応

札・応募であったとしても、一定程

度はやむを得ないものと、調達部

としても考える。 

 契約監視委員会の審議対象案件選

定に当たっては、当該契約がこの

分類に当たると調達部が判断して

いる旨を明示する。 

（註）分類毎の要件は個々の案件によって幅があることが予測される。このため、表中の要 

件は一定の目安とするものであって、上記文面にのみ制約されるものではない。 

 

■ 

  



 

 ＜ 参考情報 ＞  

 

「安全対策アドバイザー」の契約に関しては、2018 年 9 月に「在外拠点における安全対

策アドバイザー契約の適正化にかかる基本方針」を定め、現職警察官・現職公務員との契約

を原則として禁止することとした。 

 

2019 年 2 月時点で現職警察官・現職公務員との契約を行っているのは８ヵ国８名、うち

５ヵ国５名は本年度末をもって契約を終了する。 

 

来年度以降も継続せざるを得ないのは次の３ヵ国だが、モルディブ以外の２ヵ国は引き続

き代替策を検討中。 

 

●エルサルバドル（現職警察官 １名） 

 

●モルディブ  （現職警察官 １名） 

治安当局の情報統制が厳しく現職以外に選択肢なし。現職公務員の兼業も弁護士に確認済。 

 

●イエメン   （現職公務員 １名） 

同人は 2020年 11月 1日まで無休休職 

 

■ 



 

2019年 2月 28日 

2019年度の契約監視委員会の運営について（案） 

 

１．審議対象事項 

（１）競争性のない随意契約 

 競争性のない随意契約（2018年度）の点検【任意抽出】 

 

（２）競争性の確保 

 2回連続一者応札・応募となった契約（2018-19年度）の点検【全件抽出】 

 参加意思確認公募となった契約（2018-19年度）の点検【全件抽出】 

 コンサルタント等契約のうち一者応札・応募となった契約（2018 年度）の点検【任

意抽出】 

 研修委託契約のうち一者応札・応募（参加意思確認公募を含む）となった契約（2018

年度）の点検【任意抽出】 

 

（３）各種報告 

 調達等合理化計画（2018年度自己評価及び 2019年度計画案） 

 契約実績（2019年度上半期） 

 

２．開催予定 

 審議／報告事項 

第 1回 

（6月上旬） 

 2018年度総括／2019年度計画 

 調達等合理化計画 

 2回連続一者応札・応募となった契約の点検 

 参加意思確認公募となった契約（研修委託契約を除く）の点検 

第 2回 

（9月上旬） 

 競争性のない随意契約の点検 

 上半期契約実績 

第 3回 

（12月上旬） 

 変更契約の点検 

 2回連続一者応札・応募となった契約の点検 

 参加意思確認公募となった契約（研修委託契約を除く）の点検 

第 4回 

（3月上旬） 

 コンサルタント等契約のうち一者応札・応募となった契約の点検 

 研修委託契約のうち一者応札・応募（参加意思確認公募を含む）とな

った契約の点検 

 2020年度運営方針 

 （註）対象案件の状況に応じて、開催回数は 3回とすることも検討する。 

■ 
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